
平成１８年度の普通会計決算見込みについて（概要）

※金額の単位は百万円 （ ）内は対前年度増減比較、

【収支の状況】

歳入決算額 ５９２，８９９（＋０．５％、＋２，７１２）

歳出決算額 ５７７，３１６（＋０．９％、＋５，０４１）

実質収支 ２，５８１（＋１，８６７）

（ ＝ 歳入決算額 － 歳出決算額 － 翌年度へ繰越すべき財源）

※参考（従来方法） ８２５（＋１１１）

単年度収支 １，８６７（＋１，６８８）

（ ＝ 実質収支 － 前年度実質収支）

※参考（従来方法） １１１（ △６８）

【歳入の主な増減要素】

県 税 ７，１７２（＋６．３％）

地方譲与税 １２，９６９（＋１３１．１％）

地方特例交付金 △７，２０１（△９３．７％）

地方交付税 △４，４０８（△２．４％）

県 債 △４，２７９（△５．５％）

うち臨時財政対策債 △２，２５９（△９．９％）

【歳出の主な増減要素】

義務的経費 △５，５５７（△２．０％）

人 件 費 △３，６４０（△２．０％）

扶 助 費 △１，２８１（△１２．５％）

※参考 実質的扶助費 ４，３３６（＋９．７％）

公 債 費 △６３６（△０．７％）

投資的経費 ２，９２６（＋１．９％）

普通建設事業費 ５，４４２（＋３．９％）

災害復旧事業費 △２，５１６（△１８．４％）

補助費等 ４，５００（＋５．８％）

【主な財政指標等】

経常収支比率 ９３．５％（前年度 ９２．５％）

公債費負担比率 ２３．９％（前年度 ２４．５％）

起債制限比率 １０．７％（前年度 １２．８％）

実質公債費比率 １１．８％（前年度 １４．０％）

県債残高 ９９０，３３７（△６１１、Ｓ３１年度以来初）

プライマリーバランス １７，４８０（６年連続の黒字）



平成１８年度普通会計決算見込みのポイント

○新長期総合計画の実行と行財政改革を両立

、 、 、◆新長計実行元年に対応し 事業の選択と集中を図りつつ 政策的経費を充実した結果
歳入＋０．５％(７年ぶり)、歳出＋０．９％(６年ぶり）のプラス決算

◆４年連続の義務的経費の縮減(△５５億６千万円)と８年ぶりの投資的経費の増加
（２９億３千万円）
・人件費(△３６億４千万円）

職員数の減△４１１人(県立２大学の公立大学法人化等による減を含む）等
・扶助費(△１２億８千万円)

市町村合併による生活保護費の減少
・公債費(△６億４千万円)

Ｈ１６以降３年連続のマイナス
・投資的経費（２９億３千万円）

災害復旧事業費の大幅な減少（△２５億２千万円、△１８．４％）の中で、
国の補正予算の受入れやＨ１７からの繰越による事業の確保

、 、 ． （ ）◆ただし 扶助費は 市町村への補助を含む実質で見ると＋９ ７％ ４３億４千万円
の大幅な増加となり、今後の財政運営に大きな影響

○県債残高の抑制と財政調整用基金の確保

◆県債残高を初めて縮減
県債発行額７３９億３千万円、元金償還額７４５億４千万円、差引き６億１千万円

◆プライマリーバランスの黒字も６年連続達成
公債費－県債発行額＝１７４億８千万円

・・・三位一体改革に伴い交付税とともに削減・臨時財政対策債(△２２億６千万円)
・・・・自然災害の減少・災害復旧事業債(△７億６千万円)

・・行革努力により財源を捻出・退職手当債の未発行(可能額４５億円）
◆財政調整用基金残高も前年度並みを確保

４２７億円、今後の一般財源不足に対応。
なお、１９年度予算では、新たに５０億円の退職手当債を発行、１７６億円の財政
調整用基金繰入れ

○実質収支の３年連続黒字拡大

◆実質収支は、昭和５１年以降、３１年連続して黒字
◆黒字幅は、従来ルールで１億１千万円、ルールの変更により１８億７千万円拡大し、
３年連続の拡大

○今後の見通し

１８年度は、６年ぶりのプラス決算となったが、三位一体改革では、国庫補助負担金に
替わる所得譲与税等に配慮はあったものの、地方交付税等が圧縮され、税収の伸びでかろ
うじて一般財源総額を確保できた。これにより財政調整用基金の繰入れや県債残高の増嵩
も抑制したが、今後とも交付税等の圧縮は避けられないため、引き続き財源不足に備えて
いく必要がある。



大 分 県 総 務 部 財 政 課

平成１９年９月３日

平成１８年度大分県普通会計決算見込みについて



１  収支の状況

  （単位：千円）

差　　引

(0.5%)

2,712,267

(0.9%)

5,041,091

歳 入 歳 出 差 引 (A-B) (C) 15,583,117 17,911,941 △ 2,328,824 

(14,757,671) (△2,440,388)

13,002,610 17,198,059 △ 4,195,449 

(825,446) (111,564)

2,580,507 713,882 1,866,625

(111,564) (△67,032)

1,866,625 178,596 1,688,029

財 政 調 整 基 金 積 立 額 (G) 941,250 610,237 331,013

地 方 債 繰 上 げ 償 還 額 (H) 228,000 226,020 1,980

財政調整基金取崩し額 (I) 1,000,000 1,000,000 0

(280,814) (265,961)

2,035,875 14,853 2,021,022

注）(D)欄以下の上段（　　　）書きは、前年度と同様のルールにより算定した金額

(F)

(J)

単 年 度 収 支

592,899,401歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

翌年度へ繰越すべき財源

実 質 収 支 (C-D)

(A)

(B)

(D)

(E)

590,187,134

区            分

  平成１８年度決算は、これまでの行財政改革の成果や、県税収入の着実な伸びに支えられ、新しい

長期総合計画「安心・活力・発展プラン２００５」の実行元年として、プラス予算を編成したことに

加え、前年度からの繰越事業や国の補正予算の受入れなどにより、歳入は７年ぶり、歳出は６年ぶり

　こうした中、行財政改革プランの着実な実行により、人件費や公債費など義務的経費は４年連続の

　歳入については、三位一体改革により、義務教育費国庫負担金の削減分等が所得譲与税で措置され

たものの、地方交付税と臨時財政対策債は削減されるなど大きな影響を受けた。しかし、県税収入の

伸びや、特定目的基金の活用で必要な財源を確保した。

に前年度を上回った。

　歳出については、介護給付費や乳幼児医療費等の市町村助成の伸びにより補助費等が大きく増加し

たほか、普通建設事業費が８年ぶりに前年度を上回った。

実質単年度収支(F+G+H-
I)

削減を達成するとともに、県債残高は調査開始以来初めて減少するなど、決算規模の拡大と健全な財

577,316,284 572,275,193

政運営が両立する結果となった。

の黒字となった。

膨らんだが、従来どおりの算定でも実質収支は黒字幅が若干拡大し、単年度収支についても３年連続

１７ 年 度

　収支については、決算算定ルールが変更されたため、実質収支・単年度収支とも前年度より大幅に

１８ 年 度

－１－



図１-１ （歳入・歳出決算額の推移）

図１-２（単年度収支・実質収支の推移）
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－２－



２  歳入の状況

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

県 税 121,190,123 20.4 114,017,713 19.3 7,172,410 6.3

分担金及び負担金 8,568,281 1.5 7,641,747 1.3 926,534 12.1

使用料及び手数料 8,773,318 1.5 9,593,539 1.6 △ 820,221 △ 8.5

財 産 収 入 2,448,146 0.4 3,471,219 0.6 △ 1,023,073 △ 29.5

寄 附 金 426,603 0.1 672,899 0.1 △ 246,296 △ 36.6

繰 入 金 11,320,951 1.9 6,763,362 1.2 4,557,589 67.4

繰 越 金 17,911,941 3.0 16,792,787 2.9 1,119,154 6.7

諸 収 入 46,987,805 7.9 44,428,371 7.5 2,559,434 5.8

小        計 217,627,168 36.7 203,381,637 34.5 14,245,531 7.0

地 方 譲 与 税 22,862,068 3.8 9,892,816 1.7 12,969,252 131.1

地 方 特 例 交 付 金 481,135 0.1 7,681,859 1.3 △ 7,200,724 △ 93.7

地 方 交 付 税 177,810,384 30.0 182,218,408 30.9 △ 4,408,024 △ 2.4

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

539,314 0.1 508,466 0.1 30,848 6.1

国 庫 支 出 金 99,653,332 16.8 108,298,948 18.3 △ 8,645,616 △ 8.0

県 債 73,926,000 12.5 78,205,000 13.2 △ 4,279,000 △ 5.5

20,453,000 3.4 22,712,000 3.8 △ 2,259,000 △ 9.9

小   　　計 375,272,233 63.3 386,805,497 65.5 △ 11,533,264 △ 3.0

合　　　　計 592,899,401 100 590,187,134 100 2,712,267 0.5

を上回ったが、好調な税収が三位一体改革による地方交付税及び臨時財政対策債の減少で相殺された

形となった。

６千万円）や、税源移譲予定特例交付金の減（△６９億８千万円）等に対応して、所得譲与税が

１３０億５千万円措置され、国庫補助・負担金の削減による直接的な影響は緩和されたものの、地方

（△９．９％）となり、全体では１１５億３，３２６万４千円の大幅な減（△３．０％）となった。

この結果、歳入決算額は、２７億１，２２６万７千円の増（０．５％）となり、７年ぶりに前年度

（６７．４％）、諸収入は、中小企業向け制度資金の貸付増加等により、２５億５，９４３万４千円

の増（５．８％）となり、全体では、１４２億４，５５３万１千円の増（７．０％）、自主財源比率

も過去最高の３６．７％となった。

依存財源は、三位一体改革の影響で項目間の増減が大きく、義務教育費国庫負担金の減（△４９億

自

主

財

源

差　　引

交付税は４４億８０２万４千円の減（△２．４％）、臨時財政対策債も２２億５，９００万円の減

自主財源は、県税が、好調な企業収益を反映して、法人二税を中心に７１億７，２４１万円の増

（６．３％）となり、構成比も初めて２０％を超えた。財産収入は、行革プランを前倒しして県有財

区           分
１８　年　度 １７　年　度

産の処分を進めてきたことから、１０億２，３０７万３千円の減（△２９．５％）となったものの、

繰入金は、企業立地促進等基金をはじめ、特定目的基金の活用により４５億５，７５８万９千円の増

依

存

財

源
うち臨時財政対策債

－３－



図２－１（歳入の内訳）

図２－２（主な歳入の推移）
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－４－



３  歳出の状況

（１）目的別歳出内訳

  （単位：千円、％）

差   引

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

議 会 費 1,195,620 0.2 1,226,139 0.2 △ 30,519 △ 2.5

総 務 費 31,512,390 5.5 32,201,879 5.6 △ 689,489 △ 2.1

民 生 費 55,507,238 9.6 48,072,950 8.4 7,434,288 15.5

衛 生 費 12,469,130 2.2 14,836,568 2.6 △ 2,367,438 △ 16.0

労 働 費 1,949,394 0.3 1,892,094 0.3 57,300 3.0

農 林 水 産 業 費 63,287,622 11.0 63,490,517 11.1 △ 202,895 △ 0.3

商 工 費 34,474,529 6.0 30,331,316 5.3 4,143,213 13.7

土 木 費 99,479,413 17.2 98,457,178 17.2 1,022,235 1.0

警 察 費 28,470,330 4.9 29,158,054 5.1 △ 687,724 △ 2.4

教 育 費 130,586,082 22.6 131,631,699 23.0 △ 1,045,617 △ 0.8

災 害 復 旧 費 11,162,609 1.9 13,678,509 2.4 △ 2,515,900 △ 18.4

公 債 費 91,478,047 15.8 92,064,888 16.1 △ 586,841 △ 0.6

税 収 見 合 交 付 金 15,743,880 2.8 15,233,402 2.7 510,478 3.4

合        計 577,316,284 100 572,275,193 100 5,041,091 0.9

万３千円の増（１３．７％）、土木費は、前年度からの繰越事業や新直轄事業（東九州自動車

道）の本格化等により１０億２，２２３万５千円の増（１．０％）となった。

歳出全体では、５０億４，１０９万１千円の増（０．９％）となり、６年ぶりに前年度を上

民生費は、乳幼児医療費助成制度の拡充や、三位一体改革による介護保険や国民健康保険等の

（１５．５％）、衛生費は、病院事業会計への繰出金見直しなどにより２３億６，７４３万８千

円の減（△１６．０％）となった。商工費は、県制度資金の貸付増加等により４１億４，３２１

６，６８５万円）が伸びの大きな要因となっている。

精神衛生関係事業費が衛生費から移行したことなどにより７４億３，４２８万８千円の増

回ったが、これは国の社会保障関係費と同様に、民生費と衛生費を合わせた増加分（５０億

県費負担増を伴う制度改正が行われたこと、また障害者自立支援法によるサービス一元化のため

区       　　分
１８　年　度 １７　年　度

一方、災害復旧費は台風等による大きな被災がなかったことから、前年度と比較して、２５億

１，５９０万円の減（△１８．４％）、教育費は、児童・生徒数の減に伴い人件費が減少した

ことなどから、１０億４，５６１万７千円の減（△０．８％）となった。

－５－



　図３－１（目的別歳出の内訳）

　図３－２（目的別歳出の推移）
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(0.3%)

衛生費
 12,469,130

(2.2%)
民生費

 55,507,238
(9.6%)

議会費 1,195,620
(0.2%)

総務費
 31,512,390

(5.5%)

税収見合交付金
15,743,880

（2.8%)
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民生費＋衛生費 69,003 62,867 62,317 62,910 67,976 

労働費＋商工費 30,099 33,179 31,798 32,223 36,424 

農林水産業費 85,515 74,306 68,405 63,491 63,288 

土木費 139,603 109,389 101,336 98,457 99,479 

教育費 140,270 135,739 132,319 131,632 130,586 

公債費 110,383 115,717 95,739 92,065 91,478 

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

69,003 62,867 62,317 62,910 67,976

30,099 33,179 31,798 32,223 36,424

85,515 74,306 68,405 63,491 63,288

139,603 109,389 101,336 98,457 99,479

140,270 135,739 132,319 131,632 130,586

110,383 115,717 95,739 92,065 91,478
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（２）性質別歳出内訳

（△２．０％）となった。

となったため、これを含む実質的な扶助費は４３億３，５７６万９千円の増（９．７％）、実質的な

義務的経費も５，９０６万２千円の微増（０．０％）となった。

９，９８４万４千円の増（５．８％）となったが、扶助費的支出を除けば１１億１，６４９万７千円

の減（△２．６％）、積立金は、障害者自立支援対策臨時特例基金の新設等により２４億６，５１７

　なお、物件費については、指定管理者制度の導入に伴い、補助費等からの区分替えなどにより４億

３，９７１万９千円の微増（２．６％）となった。

  （単位：千円、％）

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

１ 義  務  的  経  費 274,314,438 47.5 279,871,717 48.9 △ 5,557,279 △ 2.0

 人    件    費 173,951,303 30.1 177,591,735 31.0 △ 3,640,432 △ 2.0

 扶    助    費 8,956,678 1.6 10,237,250 1.8 △ 1,280,572 △ 12.5

 公    債    費 91,406,457 15.8 92,042,732 16.1 △ 636,275 △ 0.7

２ 投  資  的  経  費 154,531,667 26.8 151,605,686 26.5 2,925,981 1.9

 普通建設事業費 143,369,058 24.9 137,927,177 24.1 5,441,881 3.9

     補      助 81,754,919 14.2 80,020,108 14.0 1,734,811 2.2

     単      独 50,812,498 8.8 47,507,433 8.3 3,305,065 7.0

     国  直  轄 10,801,641 1.9 10,399,636 1.8 402,005 3.9

 災害復旧事業費 11,162,609 1.9 13,678,509 2.4 △ 2,515,900 △ 18.4

３ そ      の      他 148,470,179 25.7 140,797,790 24.6 7,672,389 5.4

 物    件    費 17,281,059 3.0 16,841,340 2.9 439,719 2.6

 補  助  費  等 82,455,559 14.3 77,955,715 13.6 4,499,844 5.8

 　　うち扶助費的支出 39,887,046 6.9 34,270,705 6.0 5,616,341 16.4

 積    立    金 11,213,473 1.9 8,748,301 1.5 2,465,172 28.2

 貸    付    金 34,709,301 6.0 33,754,870 5.9 954,431 2.8

 そ    の    他 2,810,787 0.5 3,497,564 0.7 △ 686,777 △ 19.6

　　 合　　 　　     計 577,316,284 100 572,275,193 100 5,041,091 0.9

※「補助費等のうち扶助費的支出」を加味した場合の実質値

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

　実質的な義務的経費 314,201,484 54.4 314,142,422 54.9 59,062 0.0

　  実質的な扶助費 48,843,724 8.5 44,507,955 7.8 4,335,769 9.7

万２千円の増（２８．２％）となり、全体で７６億７，２３８万９千円の増（５．４％）となった。

差　　引

差　　引

区　　 　　 分
１８　年　度 １７　年　度

区　　 　　 分
１８　年　度 １７　年　度

義務的経費については、人件費が定数削減等による行政職員の減少（△１３８人）や児童・生徒

ことなどから１２億８，０５７万２千円の減（△１２．５％）、公債費は、支払利子の減少により

１千円の増（３．９％）となり、全体では２９億２，５９８万１千円の増（１．９％）となった。

　投資的経費については、災害復旧事業費が２５億１，５９０万円の減（△１８．４％）となったが

扶助費は、市町村合併に伴い、生活保護給付事務及び児童扶養手当給付事務が新市へ移管された

  その他の経費については、補助費等が、介護保険や国民健康保険の県負担率の上昇等により４４億

数の減に伴う教員の減少（△１３５人）等により３６億４，０４３万２千円の減（△２．０％）、

　しかし、補助費等のうち市町村への扶助費的支出が５６億１，６３４万１千円の増（１６．４％）

前年度からの繰越事業や国の補正予算の受入れなどにより、普通建設事業費が５４億４，１８８万

６億３，６２７万５千円の減（△０．７％）となり、全体で５５億５，７２７万９千円の減

－７－



　図３－３（性質別歳出の内訳）

　図３－４（性質別歳出の推移）

平成１８年度
歳出決算額

577,316,284千円

その他
148,470,179

(25.7%)

投資的経費
154,531,667

(26.8%)

義務的経費
274,314,438

(47.5%)

その他
2,810,787

(0.5%)

貸付金
34,709,301

(6.0%)

積立金
11,213,473

(1.9%)

物件費
17,281,059

(3.0%)

災害復旧事業費
11,162,609

(1.9%)

普通建設事業費
143,369,058

(24.9%)

公債費
91,406,457

(15.8%)

扶助費  8,956,678
(1.6%)

人件費
173,951,303
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補助費等
82,455,559
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100,000

150,000

200,000

250,000
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350,000
（百万円）

義務的経費 318,447 312,910 288,397 279,872 274,314

投資的経費 204,831 163,436 152,682 151,605 154,532

その他 145,203 155,982 142,245 140,798 148,470

１４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度

－８－



   ４  主な財政指標等の状況

残高は、人口減に伴い２千円増えて８１万３千円となった。

財 　政　 指　 標 １８  年  度 １７  年  度

（％） ９３．５ ９２．５

（％） １１．８ １４．０

（％） １０．７ １２．８

（％） ２３．９ ２４．５

０．３２９０５ ０．２９５８０

県      債 １８  年  度 １７  年  度

  残　　　　高　　（千円） 990,337,478 990,948,134

県民一人当たり残高 813 811

  実質的な残高　  （千円） 359,678,066 357,478,046

県民一人当たり残高 295 292
※県債残高には、企業会計扱いとなる港湾整備事業、下水道事業等に係る残高は除いている。

経常経費充当一般財源等

 経常一般財源等　＋　減税補てん債　＋　臨時財政対策債 

公債費充当 ＋ 公営企業公債 ＋ 公債費に準ず － 災害復旧費等に係 － 事業費補正により基準財政

一般財源等　  費相当繰出金　　る債務負担　　　る基準財政需要額　  需要額に算入された公債費等

標 準 税 ＋ 普通交付 － 災害復旧費等に係 － 事業費補正により基準財政

(注)３か年平均 収入額等    税額等      る基準財政需要額　  需要額に算入された公債費等　

公債費充当　－　災害復旧費等に係　－　事業費補正により基準財政

　　一般財源等　  　る基準財政需要額　  　需要額に算入された公債費等　

標 準 税 ＋ 普通交付 － 災害復旧費等に係 － 事業費補正により基準財政

(注)３か年平均 　　収入額等    税額等      る基準財政需要額　  需要額に算入された公債費等　

基準財政収入額

基準財政需要額

(注)３か年平均

  財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、引き続き経常経費の圧縮に努めたものの、実質的な

扶助費等の伸びが経常一般財源の伸びを上回ったため、１．０ポイント上昇し、９３．５％とな

った。

　財政負担に占める公債費の度合いを判断する指標については、支払利子の減少等により、実質

差　　引

公債費比率は２．２ポイント低下の１１．８％、起債制限比率は２．１ポイント低下の１０．７

％、公債費負担比率は０．６ポイント低下の２３．９％となった。

　県債残高は、通常債の発行抑制に努めた結果、調査開始以来初めて減少に転じ、前年度末に比

べ６億１，０６５万６千円減の９，９０３億３，７４７万８千円となったが、県民一人当たりの

△ １．０

△ ２．２

△ ２．１

△ ０．６

０．０３３２５

差　　引

△ 610,656

公債費充当一般財源等

歳出総額充当一般財源等＋歳計剰余金等充当一般財源等

2

2,200,020

3

財 政 力 指 数

財 政 力 指 数　　＝

実質公債費比率（％）＝

起債制限比率 （％）＝

公債費負担比率(％）＝

経常収支比率 （％）＝

経 常 収 支 比 率

実 質 公 債 費 比 率

起 債 制 限 比 率

公 債 費 負 担 比 率

－９－



　図４－１（経常収支比率の推移）

　図４－２（公債費関係指標の推移）

　図４－３（財政力指数の推移）
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起債制限比率 大分県  13.5  14.4  13.9  12.8  10.7 

起債制限比率 全国平均  12.6  12.5  12.6  12.4 

実質公債費比率 大分県  14.0  11.8 
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  図４－４（県債残高の内訳）

　図４－５（県債残高の推移）
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（参考）  行財政改革プランの達成状況について

１８  年  度 １７  年  度

  残　　　　高　　（億円） 427 426

195 218

232 208

　図参考－１（財政調整用基金残高の試算）

24

　行財政改革プランに基づき、選択と集中による歳出削減及び歳入確保に全力で取り組んだ
結果、平成１８年度末の財政調整用基金残高は、プラン見込額の１９５億円に対し２３２億
円上積みし、４２７億円となった。
　しかしながら、三位一体改革による不十分な税源移譲により、１９年度は一般財源総額が
大きく減少することとなり、さらには今後の扶助費や公債費の増加とも相まって、厳しい財
政状況が続くと見込まれる。また、平成１９年度肉付予算編成後に行った中期試算では、平
成２０年度末の財政調整用基金残高は２００～２２０億円程度と見込んでいる。
　このため、１９年度以降においても、改革の手綱を緩めることなく、プランの目標額を上
回る成果を上げていく必要がある。

差　　引

1

財政調整用基金

△ 23プラン試算額

プラン試算額との差

243
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200
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200

400

億円

１６年度末 １７年度末 １８年度末 １９年度末見込み ２０年度末見込み

プラン試算額 上積み額

427

220

427

313

426
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５　バランスシート

（１）資産の部
　　　有形固定資産には、昭和４４年度以降に取得・形成した資産の総額（土地以外は減価償却後の価額）を計上しており、２兆

　　４，７３３億６千２百万円のうち、土木費が１兆６，３２６億９千万円と６６．０％を占めている。投資等や流動資産を加え

　　た資産の合計額は、２兆６，５７４億２千６百万円となり、平成１８年度に形成した資産額を減価償却費が上回ったため、昨

　　年度に比べ２０３億１千７百万円の減となった。

（２）負債の部
　　　固定負債には、資産の取得・形成に充当した地方債のうち翌年度（平成１９年度）元金償還予定額を除く残高９，１１５億

　　６千１百万円と年度末に在職する職員（年度末退職者を除く）が、全て退職した場合の退職手当総額である退職給与引当金

　　１，７２６億３千５百万円との合計１兆８４１億９千６百万円を計上している。

　　　これに流動負債の翌年度償還予定額７８７億７千６百万円を加えた負債の合計額は、１兆１，６２９億７千２百万円となっ

　　ており、翌年度から臨時財政対策債の償還が増嵩することなどに伴い、昨年度に比べ１８億２百万円の増となった。

（３）正味資産の部
　　　全ての資産の取得・形成の財源としてこれまでに支出された国庫支出金や一般財源等の総額１兆４，９４４億５千４百万円

　　を計上しており、昨年度に比べ２２１億１千９百万円の減となった。

（参考）　平成18年度末県民一人当たり有形固定資産　　２,０３１千円　　19年３月３１日住民基本台帳人口　１,２１８,０６６人
　　 　　 平成17年度末県民一人当たり有形固定資産　　２,０３７千円　　18年３月３１日住民基本台帳人口　１,２２１,７１４人

（年度末比較） （単位：百万円）

借　　　　　方 １８年度末 １７年度末 差引増減 １８年度末 １７年度末 差引増減

（Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ） （Ａ） （Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

[　資　産　の　部　] [　負　債　の　部　]

１　有形固定資産 １　固定負債

　（１）総務費 43,653 44,695 △ 1,042 　（１）地方債 911,561 914,110 △ 2,549
　（２）民生費 10,768 11,220 △ 452 　（２）債務負担行為 0 0 0
　（３）衛生費 13,820 14,498 △ 678 　　　①物件の購入等

　（４）労働費 6,064 6,309 △ 245 　　　②債務保証又は損失補償

　（５）農林水産業費 547,903 558,381 △ 10,478 　（３）引当金 172,635 170,222 2,413
　（６）商工費 24,556 26,286 △ 1,730 　　　（うち　退職給与引当金） 172,635 170,222 2,413
　（７）土木費 1,632,690 1,632,505 185
　（８）警察費 36,341 37,188 △ 847
　（９）教育費 157,144 157,156 △ 12
　(10)その他 423 430 △ 7

  

　　有形固定資産合計 2,473,362 2,488,668 △ 15,306 　　固定負債合計 1,084,196 1,084,332 △ 136
　　うち土地 538,576 530,209 8,367

２　投資等 ２　流動負債

　（１）投資及び出資金 30,289 31,086 △ 797 　（１）地方債翌年度償還予定額 78,776 76,838 1,938
　（２）貸付金 44,566 46,207 △ 1,641 　（２）翌年度繰上充用金

　（３）基   金 42,072 42,265 △ 193
　　　①特定目的基金 27,001 27,201 △ 200
　　　②土地開発基金 14,499 14,493 6
　　　③定額運用基金 572 571 1 　　流動負債合計 78,776 76,838 1,938

　　投資等合計 116,927 119,558 △ 2,631 　　負　　債　　合　　計 1,162,972 1,161,170 1,802

３　流動資産 [ 正 味 資 産 の 部 ]

　（１）現金・預金 62,242 64,420 △ 2,178 １　国庫支出金 824,809 824,198 611
　　　①財政調整基金 10,015 10,074 △ 59 ２　一般財源等 669,645 692,375 △ 22,730
　　　②減債基金 36,644 36,434 210
　　　③歳計現金 15,583 17,912 △ 2,329
　（２）未収金 4,895 5,097 △ 202
　　　①地方税 2,549 2,658 △ 109
　　　②その他 2,346 2,439 △ 93

  
　　流動資産合計 67,137 69,517 △ 2,380 　　正 味 資 産 合 計 1,494,454 1,516,573 △ 22,119

  
　　資　　産　　合　　計 2,657,426 2,677,743 △ 20,317   負 債 ・ 正 味 資 産 合 計 2,657,426 2,677,743 △ 20,317

※債務負担行為に係る補償等

　　　　　　　　　区　　　　　　　　分 １８年度末 １７年度末 差引増減
　①物件の購入に係るもの 51,296 65,617 △ 14,321
　②債務保証又は損失補償に係るもの 56,967 60,453 △ 3,486
　③利子補給等に係るもの 5,421 5,374 47

貸　　　　　方
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（２）　行政コスト計算書

（単位：百万円、％）

性　　　質　　　別
決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 伸　率

（１）人件費 159,112 33.5 163,346 34.7 △ 4,234 △ 2.6

（２）退職給与引当金繰入等 17,252 3.6 13,240 2.8 4,012 30.3

人にかかるコスト計 176,364 37.1 176,586 37.5 △ 222 △ 0.1

（１）物件費 17,281 3.6 16,842 3.6 439 2.6

（２）維持補修費 2,143 0.4 2,582 0.5 △ 439 △ 17.0

（３）減価償却費 129,699 27.3 127,993 27.2 1,706 1.3

（４）その他 886 0.2 312 0.1 574 184.0

物にかかるコスト計 150,009 31.5 147,729 31.4 2,280 1.5

（１）扶助費 8,957 1.9 10,237 2.2 △ 1,280 △ 12.5

（２）補助費等 82,456 17.3 77,956 16.5 4,500 5.8

（３）繰出金 642 0.1 820 0.2 △ 178 △ 21.7

（４）普通建設事業費(他団体補助等) 28,976 6.1 25,796 5.5 3,180 12.3

移転支出的コスト計 121,031 25.4 114,809 24.4 6,222 5.4

（１）災害復旧費 11,163 2.4 13,679 2.9 △ 2,516 △ 18.4

（２）失業対策費 － －

（３）公債費（利子分のみ） 16,870 3.5 17,779 3.7 △ 909 △ 5.1

（４）債務負担行為繰入 － －

（５）不納欠損額 398 0.1 395 0.1 3 0.8

その他コスト計 28,431 6.0 31,853 6.7 △ 3,422 △ 10.7

　行　政　コ　ス　ト　   　　Ａ 475,835 100.0 470,977 100.0 4,858 1.0

[収入項目]

1 使用料・手数料等　　　　 Ｂ 30,975 7.5 29,997 7.2 978 3.3

Ｂ／Ａ 6.5 6.4 0.1

2 国庫支出金　　　　　　　 Ｃ 59,299 14.3 70,201 16.9 △ 10,902 △ 15.5

Ｃ／Ａ 12.5 14.9 △ 2.4

3 一般財源　　　　　　　　 Ｄ 323,087 78.2 314,643 75.9 8,444 2.7

Ｄ／Ａ 67.9 66.8 1.1

収　　入　（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ） Ｅ 413,361 100.0 414,841 100.0 △ 1,480 △ 0.4

4 正味資産国庫支出金償却額Ｆ 39,744 41,303 △ 1,559

5 期　首　一　般　財　源　等 692,375 707,208 △ 14,833

差引（Ｅ－Ａ＋Ｆ）一般財源等増減額 △ 22,730 △ 14,833 △ 7,897

6 期　末　一　般　財　源　等 669,645 692,375 △ 22,730

※一般財源Ｄ…地方税、地方譲与税、地方交付税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金、

　　          地方消費税清算金

３

４

１

２

１８年度 １７年度 増　　　減
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　（単位：百万円、％）

決算額 構成比 決算額 構成比 決算額 伸　率

1,249 0.3 1,256 0.3 △ 7 △ 0.6

22,773 4.8 24,040 5.1 △ 1,267 △ 5.3

54,868 11.5 48,191 10.2 6,677 13.9

12,774 2.7 14,908 3.2 △ 2,134 △ 14.3

2,125 0.4 2,027 0.4 98 4.8

69,539 14.6 68,270 14.5 1,269 1.9

10,492 2.2 7,935 1.7 2,557 32.2

97,059 20.4 95,315 20.2 1,744 1.8

27,092 5.7 29,018 6.2 △ 1,926 △ 6.6

133,616 28.1 132,908 28.2 708 0.5

11,163 2.3 13,679 2.9 △ 2,516 △ 18.4

16,942 3.6 17,801 3.8 △ 859 △ 4.8

15,745 3.3 15,234 3.2 511 3.4

398 0.1 395 0.1 3 0.8

475,835 100.0 470,977 100.0 4,858 1.0

① 行政コスト

② 収入項目

③ 収 支 差（期末一般財源等）

　行政コスト　Ａ

不納欠損額

税収見合交付金

公債費

災害復旧費

教育費

警察費

１７年度 増　　　減１８年度

民生費

総務費

議会費

目　 的 　別

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

性質別の行政コストで見ると、人件費や退職給与引当金繰入等の「人にかかるコスト」が１，７６３億

嵩が大きな要因である。

は、４，７５８億３５百万円と昨年度に比べ４８億５８百万円増加した。これは、民生費における扶助費の増

業費（他団体補助等）などの「移転支出的コスト」が１，２１０億３１百万円（２５．４％）となっており、総額で

産の減価償却費などの「物にかかるコスト」が１，５００億９百万円（３１.５％）、補助費等や普通建設事

６４百万円（３７.１％）と最も大きく、次いでバランスシート（以下Ｂ／Ｓという。）に計上された有形固定資

９７０億５９百万円（２０．４％）、「農林水産業費」が６９５億３９百万円（１４．６％）と続いている。

また、行政目的別に見ると、「教育費」が最も大きく１，３３６億１６百万円（２８．１％）、次に「土木費」が

収支差（Ｂ／Ｓ上の「一般財源等」増減額）は、２２７億３０百万円の赤字となっている。

「収入」から「行政コスト」を控除し、Ｂ／Ｓにおいて正味資産に計上した国庫支出金の償却額を加えた

　県税や地方交付税などの「一般財源」が３，２３０億８７百万円（７８．２％）と大部分を占めている。

なお、これに次ぐ「国庫支出金」の５９２億９９百万円（１４．３％）は、Ｂ／Ｓの資産の取得・形成に充当

された額を控除したものである。

参　考

- 15 -




